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複数企業下請型（mass-product as subcontractor 
：MS型 ）， 自 社 製 品 型（mass product for own 
product：MO型），多品種少量生産型の小分類と





































































企業番号 所在地 企業類型 主な加工内容・営業品目 従業員数(人)
Ｏ製作所 つくば市北条 MP 住宅用建材の機械加工 10
ＫＲ製作所阿見町阿見 MP 建設機械の機械加工 15
Ａ精工 土浦市東中貫町 MP 自動車用プラスチック部品成形 86
Ｎ産業 阿見町実穀 MS 照明器具・モデルガンのプラスチック成形 10
Ｇプロセス 阿見町小池 MS 食品製造用容器のシリコン塗布加工 17
Ｉ製作所 土浦市本郷 MS トラック用エンジン部品の機械加工 34
Ｋ工業 土浦市宍塚 MO 金属材料製造 100
ＫＴ製作所つくば市中菅間 SR 研究機関用試作品の製造・機械加工 1
Ｏ社 つくば市大曽根 SR 研究機関用実験装置の製造 7
ＨＮ製作所土浦市中村東 SR 研究機関用試作品の製造・機械加工 8
Ｔ工業 土浦市西根南 SＰ 研究機関用電子機器の製造 12
Ｉ精密 土浦市烏山 SＰ 研究機関用試作品の製造・機械加工 14
Ａ社 阿見町吉原 SP 金型加工 1
ＨＫ製作所阿見町よしわら SP 金型加工 2
Ｔ樹脂 土浦市中 SP 樹脂加工 6
Ｈ社 阿見町阿見 SP 生産ラインの製造 15














































































































































































































































































































埼玉県上尾市 ( 図郭外 )
第７図　Ｉ精機の取引連関（2017年）
 （聞き取り調査より作成）
第７図　Ｉ精機の取引連関 (2017 年 )
　　　　　　　　　　　　聞き取り調査より作成
































































































































































































































































































































































































栃木県藤岡町 ( 図郭外 )
第18図　Ｆ合金の取引連関（2017年）
 （聞き取り調査より作成）
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たえることができなければ取引の存続に影響する
ため，地域性とは関係なく企業努力が必要とされ
る．
土浦市周辺地域においては，工業団地入居企業
の製品を製造する場合が多く，1980年代以前に経
営者の営業活動により工業団地企業との取引が開
始しているケースがあるため，取引開始時には近
接性が優位であったと考えられる．
２）　大量生産複数下請け型
大量生産複数下請型は複数の民間企業の部品生
産を行う形態である．取引先は近隣工業団地から
関東圏内企業，全国の工場など様々なスケールで
はあるものの，複数の受注先企業の製品を大量に
生産するため，大規模な工作機械を導入している．
もともとは少数の受注先企業との取引がメインで
あったが，バブル期以降の新規開拓や受注の安定
化のために複数企業との取引を開始しているケー
スがみられる．
３）　大量生産自社製品型
大量生産自社製品型では自社製品の開発から生
産まで一貫して行い，問屋業者を仲介することで
全国へ製品を流通させる．製品を自社で開発する
ため自社工場内に研究施設を保有しており，自社
研究施設で分析できないものに関しては産業総合
研究所へ分析依頼を行う．工場の立地上，研究機
関との近接性は優位にはたらくと考えられる．広
域な工業用地確保のために東京都内から土浦への
工場移転が行われたが，周辺地域が宅地化される
に従い，周辺住宅地への配慮が課題となっている．
４）研究機関支援型
研究機関支援型の企業は，試作品や小ロットの
実験用機器の製造を中心としており，売上金額に
占める割合の大半が研究機関からの受注である．
創業時は民間企業の下請けを行っていた事例も見
られるが，営業活動や紹介などで現在取引する研
究機関や国家機関との取引関係を構築した．バブ
ル期以降に民間企業からの受注が減少する中で，
新たな取引先開拓のために近接する研究機関への
交渉が立地上容易であったことから現在の取引形
態に移行することが可能となった．研究機関との
近接性を生かして，対面での打ち合わせができる
利点がある一方で，製品の精度を高く維持し，技
能水準を高度に保つ必要が生じる．また，近年の
傾向として，溶接や表面処理など，一つの製品ま
たは試作品に対して複数の高度な技術を求められ
るケースがあり，企業は受注を受けると同業者間
で分業して製品を製作する傾向にある．またその
同業者内での分業は，つくば市や茨城県内などの
近隣企業を中心として関東圏に概ね集中してお
り，相互に仕事を外注するネットワークを確立し
ている．高精度な製品を要求される中で，そうし
た強固な外注ネットワークを持っていった点や，
受注先企業との綿密なコミュニケーションが研究
機関支援型の特徴である．
５）研究民間混合型
研究民間混合型は，民間企業からの受注及び研
究機関からの受注を受けている企業に該当する．
以前から民間企業と取引を行っていたが，バブル
崩壊やリーマンショックなどの社会情勢に影響を
受け受注量が減少したことなどから，取引先企業
の新規開拓のために研究機関への営業活動を行っ
た．結果として，現在は民間企業との取引に加え
て研究機関からの受注もあり，双方の需要に見合
う製品を製造している．
Ⅵ　結語
本稿では，土浦市とその周辺である稲敷郡阿見
町，つくば市における中小零細規模製造業事業所
の沿革，取引連関から類型化を行い，土浦市周辺
地域における中小零細規模事業所の地域的性格を
検討した結果，新たに得られた知見を以下に示し
た．
第一に，土浦市周辺地域において中小零細規模
製造業が進出したのは1970年代から1980年代にか
け，土浦市内の中規模企業からの独立創業や，京
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浜工業地帯中心部の大規模工場からの独立創業に
よるものが主流であることが挙げられる．また，
現在においても工業団地入居企業からの受注が一
部の事業所でみられる．
第二に，特筆すべき点として当該地域の地域的
特性である筑波研究学園都市への近接性から，高
度技能を活用し，研究機関との取引関係を有する
事業所の存在が指摘できる．
高度経済成長期の関東地方外縁部においては，
工業団地の造成により豊富な土地と安価な労働力
を背景に工業化が進展した地域の事例を数多く挙
げることができる．土浦市周辺地域においても同
様の側面を有している．
しかしながら，関東地方外縁部にも関わらず，
工業団地入居企業からの受注に限らず，技能集約
化により研究機関からの試作品受注に特化する事
業所の存在は特異である．このような事業所の存
在は，土浦市周辺地域が単なる労働集約的かつ大
量生産を重視した大規模工場のみならず，京浜工
業地帯の中心部となる東京都城南地域における事
業所と同様に技能集約化による試作品を含む多品
種少量生産に特化していることを示す．
これらのことから，土浦市周辺地域における中
小零細規模製造業事業所の特徴としては，高度経
済成長期に工業団地の造成によってもたらされた
大規模工業化の影響を受けている事業所に加え，
バブル景気崩壊以降，受注の多角化により存続を
図る事業所，技能集約化により研究機関からの受
注を主眼に据える事業所があることが明らかと
なった．
本研究の遂行にあたって，聞き取り調査をご快諾いただきました各企業担当者様をはじめ，土浦市商工
観光課，土浦商工会議所の皆様に感謝の意を表したく，謝辞にかえさせていただきます．
［注］
１）現在の中川ヒューム管工業株式会社
２）現在のＪＲバス土浦支店付近
３）全国規模で事業展開を行う大手メーカーであり，納品先の事業所が特定不可能であったため，　図で
は省略した．
４）全国規模で事業展開を行う大手メーカーであり，納品先の事業所が特定不可能であったため，　図で
は省略した．
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